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指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 第2期開発検討区域の地権者同意率　（％） 97.5 97.5 93.9 100.0 ―
指標
活動 第2期開発検討区域の企業用地需要　（㏊） 60.4 71.8 42.9 40.0 40.0
指標

・安城市北山崎地区（企業庁施行　安城市）において、工業用地造成工事を計画中
他市との ・西尾次世代産業地区（企業庁施行　西尾市　約52ha）において、工業用地造成工事が進行中
比較検証 ・豊明柿ノ木地区（企業庁施行　豊明市　約16.6㏊）において、工業用地造成工事が進行中

・幸田須美地区（企業庁施行　幸田市　約12.1ha）において、工業用地造成工事が進行中
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